■日本への入国

　入国しようとする外国人は、彼の属する政府が発給する「旅券（パスポート）」を受け、日本政府が各国に設置している在外公館から「査証」を取得しなければならない。つまり日本へ入国（上陸）しようとする外国人は、有効な「旅券」と在外公館発給の「査証」の両方を所持しなければならない。
■再入国

　再入国許可（入管法第26条）を受けて出国した者は、再入国する際、上陸申請に当たって在外公館の発給する査証を要求されず、再入国した後は出国前に有していた在留資格・在留期間が継続しているものと取り扱われる。

■単純出国

　再入国許可を受けることなく出国すること。単純出国する際は、EDカードを出して出国確認の申請をし、外国人登録証明を入国審査官に返納する。単純出国をすると、現在有している在留資格・在留期間または特別永住者の地位が消滅する虞がある。再び入国を試みる際は、必要に応じて新たな査証を取得し、新規入国者として上陸申請を行う。
■査証について

　VISA（ビザ）のこと。日本国政府の発給する査証を得るためには「外務省設置法」に基づき外務省の在外公館において取得を申請する。査証は在外公館でのみ取得できる。日本に到着した後、日本国内で取得することはできない。
　査証は日本へ入国しようとする外国人の入国および滞在が差し支えないことを判断するもの。しかし査証そのものが入国（滞在）許可を保障するものではない。入国および滞在には別の要件に従う必要がある。
■上陸許可証印
　空港または海港で入国審査官等（法務省入国管理局職員）によって「上陸許可証印」が旅券（パスポート）の上に押印される。その「上陸許可証印」に「在留資格（英語ではImmigration Status）」「在留期間」「上陸許可年月日」「上陸港名」などが表示されている。

■在留資格
· 就労が認められる在留資格
1. 上陸許可に関する法務省例基準の適応を受けないもの

外交査証、公用査証、就業査証（教授、芸術、宗教、報道）

2. 上陸許可に関する法務省例基準の適用を受けるもの

就業査証（投資・経営、法律・会計事務、医療、研究、教育、技術、人文知識・国際業務、企業内転勤、興行、技能）

· 就労が認められない在留資格

1. 上陸許可に関する法務省例基準の適応を受けないもの

一般査証（文化活動）、短期滞在査証（短期滞在）、通過査証（短期滞在）

2. 上陸許可に関する法務省例基準の適用を受けるもの

一般査証（留学、就学、研修、家族滞在）
3. 就労が認められるかどうかは個々の許可内容によるもの
特定活動

· 活動に制限のない在留資格

1. 査証として付与されないもの

永住者

在留期間無制限

2. 特定査証

日本人の配偶者等

永住者の配偶者等

※在留期間は3年または1年。

定住者

※在留期間は3年、1年または3年以内に指定された期間。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

日本国査証（ビザ）案内
http://www.mofa.go.jp/MOFAJ/toko/visa/annai/index.html
出入国管理及び難民認定法

http://www.moj.go.jp/NYUKAN/NYUKANHO/ho01.html
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S26/S26SE319.html
平成19年度「出入国管理」より引用
http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan42.html
■永住者

　日本に永住できる在留資格。就労制限はない。
■定住者

　在留活動に制限はない。日系三世まで拡充。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

定住者告示

http://www.moj.go.jp/NYUKAN/HOUREI/h06.html
■特別永住者
　特別永住者は、第二次世界大戦での日本の敗戦、平和条約の締結によって日本国籍を離脱した者で終戦前から引き続き日本に在留しているもの及びその子孫が、日本に永住できる法的な地位。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H03/H03HO071.html
■在留資格「永住者」取得について
　在留資格の変更については「入管法の第二十条」、永住許可については「入管法の第二十二条」で定められている。
　まず第20条において、在留資格（在留期間と「特定活動」の在留資格を有する者の活動内容も含む）の変更を行うことができるとし、法務省令で定める手続きに従って法務大臣に対し在留資格の変更を申請することとしている。特に、「永住者」の在留資格への変更を希望する場合は「入管法の第二十二条」の要件を満たさなければならない、としている。

　在留資格「永住者」への変更には、法務省令で定める手続きに従って法務大臣に対し永住資格の変更を申請する。申請に必要な要件は、日本国の利益に合する時に限り、下記の要件によって認められる。
1. 素行が善良であること

2. 独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

　また在留資格「永住者」の申請を希望する者が、「日本人、永住許可を受けている者又は特別永住者の配偶者又は子である場合において」は、上記に適合することを要しない。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン
http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan70.html
永住許可に関するガイドライン

http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan50.html
「わが国への貢献」に関するガイドライン
http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan36.html
■実質的定住化

　永住者資格への変更がなされた数字から定住化が進んでいると言える。
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平成19年度「出入国管理」より引用

http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan42.html
　2008年10月16日
